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研究成果の概要（和文）：　本研究では、プライベートブランド商品の調達が流通業の国際化競争力にどの程度
影響をあたえることができるのかを明らかにするため、日本と欧州における事例収集を行い、実証研究を行っ
た。プライベートブランド商品は、消費者に対して差別化された商品を提供し、店舗に対する忠誠度を向上させ
るとともに、企業へより多くの利益をもたらす効果がある。
　ただし、プライベートブランド商品の調達先企業が本国国内中心である企業と、調達先企業が本国国外に広が
っている企業というように調達先は企業によって異なる。その結果、とりわけ国外出店の際に国際的な商品調達
をする企業ほど国際競争力に優位があることが本研究から明らかになった。

研究成果の概要（英文）：　This is comparative study between Japan and Europe on internationalization
 of distribution by increasing procurement of private brand products. Private brand products offer 
differentiated products to consumers, improve loyalty to stores, and have the effect of bringing 
more profits to companies.
 However, it is different that which country the company procures private brand products from. For 
example, some company mainly procured private brand products from home country. Other companies 
mainly procured private brand products from overseas. As a result, this study found that companies 
that had been procuring international private brand products had superiority in international 
competitiveness.
do
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 近年、日本においてもイオングループや

セブン&アイ・ホールディングスなど大手

小売企業による PB 商品の調達が増加して

おり PB 商品の比率は急速に上昇する傾向

にある。欧州とりわけイギリスやドイツに

おいては、日本よりも先行し PB 商品調達

の比率が高い状態が続いている。例えば、

研究代表者が 2014年 3月 6日から 17日の

間にイギリス(リーズ）にて店舗視察による

定量調査を行った結果、売上高世界第 1位

の小売企業であるウォルマートのイギリス

店舗を運営するアズダにおける食品・飲料

品のPB比率は平均 39.5%(うちスーパーマ

ーケットで 48.5％、スーパーストアで

34.5%、スーパーセンターで 35.6%)、ドイ

ツ系小売企業であるアルディでは 94.2％

であった(川端庸子(2013)「欧州における小

売企業のブランド戦略」『国際ビジネス研究

学会報告資料』)。 

 このような小売企業が PB 商品の調達を

増加させるのはなぜなのか。PB 商品を調

達する目的について、Padberg(1968)は①

低価格販売の実現、②利益確保、③品質の

差別化、④多ブランド化による顧客誘引、

⑤ストア・ロイヤリティの向上、⑥商品の

安 定 供 給 を あ げ て い る 。 も し 、

Padberg(1968)の指摘通り PB 商品を調達

することにより、差別化された商品を販売

することを可能とし、消費者に選択される

小売企業となり、さらに店舗に対する忠誠

度を向上させ、利益を確保することができ

るとするならば、PB 商品の調達増加は、

どれくらい消費者に影響を与え、競争優位

を獲得することができているのであろうか。 

 かつて Poter(1989)は、流通業を本国国

内で獲得した競争優位を国外に移転するこ

とが容易ではないためドメスティック産業

の典型としてあげた。しかしながら、家具

専門店である IKEAや天然化粧品専門店で

あるボディショップなどにおいては、自社

独自の商品を開発・販売することにより優

れた PB 商品を開発・販売により、国内の

みにとどまらず国外においてもその競争優

位を獲得している(Dawson(1994)等におい

ても専門店による国外への競争優位性につ

いて指摘している)。これらの現象について

向山(1996)は、専門店を品揃えの絞り込み

を行った「ワンコンセプト・限定品品揃え

型グローバル企業」として区分し、国外展

開の仕組みを明らかにした。 

 このように、専門店から国際化が先行し

たものの、Howard(2001)が指摘したよう

に総合小売業を含む流通業においても

2000 年代以降において国際化戦略を積極

的に行うようになってきた。しかしながら、

鳥羽(2009)が小売業の撤退構造についての

論文や、近年においても英国第 1位の小売

企業テスコが 2011 年に日本撤退を表明し

たように、流通業の国際化競争においては、

競争優位獲得の範囲を延長・拡大していく

ことは容易なことではない。それでは、流

通業が差別化された PB 商品の調達力を強

化したとしたら、国際化競争において優位

性を獲得できるのか、そしてどの程度影響

を与えることができるのか。PB 商品の調

達力は国際化を促進させる要因となるのか。 

これまで PB 商品に関連する先行研究と

して、Clarke,etc.（2002）による流通業の

パワー問題、大野(2010)による PB 戦略、

木立(2011)による PB の商品供給問題、堂

野崎(2010）による PBの展開と動因につい

て明らかにしたものがある。このような各

国ごとや 2国間比較の研究蓄積はあるもの

の本国内企業と国外の市場参入企業につい

てや、PB 商品調達の増加と流通業の国際

化の展開とを関連付けて取り上げられたも

のは未だ少ない。 

 

２．研究の目的 



 本研究はプライベート商品の調達増加に

よる流通の国際化に関する日欧比較研究で

ある。本研究では、日本と欧州において実

証研究を実施することで、次の 3つの疑問

に解答を与えることを目的とする。 

[1]プライベートブランド商品(以下 PB

商品と表記）の調達増加により、小売企業

は商品を差別化し、消費者の選考に影響を

与え、どれくらいの競争優位を獲得するこ

とができているのか。 

[2]優れた PB商品の調達を行い、国内に

て競争優位を獲得したならば、差別化され

た商品による競争優位獲得の範囲は延

長・拡大することはできるのか。 

[3]競争優位獲得の範囲を延長・拡大する

ことが可能ならば、PB 商品の調達力は流通

業の国際化競争においてどの程度影響を

与えることができるのか。本研究の目的は、

上記の疑問を解決するために、日本と欧州

における実証研究を実施し、理論的かつ実

務的なインプリケーションを導出する。 

上記の問題意識のもと、PB 商品の調達力

強化が流通業国際化の進展を推進するの

かについて明らかにしていく。まずは、国

内外における PB 商品についての先行研究

レビューを行い、PB 商品の調達意義、調

達方法、調達量と社会背景との関係および、

PB 商品と国際化の関係性の理論について

整理する。これまでの多くの研究成果から

PB 商品比率については、日本よりも欧州

のほうが高いことが明らかになっている。

そのため、PB 商品率の高い欧州と日本に

おいて PB 商品の調達力により国際化競争

において競争優位を発揮しているとみられ

る代表的な企業を選出し、事例を収集し、

比較検討する。 

 欧州流通業の代表的な企業選出と調査

の際は、研究代表者が英国リーズ大学に

2013年 4月より 2014年 3月末まで在籍し

た際にインタビュー調査を行った企業(テ

スコ、セインズベリー、アズダ、モリソン

ズ、アルディ、リドル、マークス＆スペン

サー)と、流通業を中心に電子商品調達のプ

ラットフォームを提供しており業界の中心

団体的な役割を果たしているネオグリッ

ド社(旧名アジェントリクス社)へのイン

タビュー調査を行い、国内外の研究者から

も示唆を受けながら代表的な事例を収集し

ていく。ネオグリッド社は欧州・北米・中

南米・アジア・アフリカの流通業が参加し

ている全世界的な電子商品調達機関であり、

その電子商品調達のプラットフォーム内に

は PB 商品開発と調達の特化した機能をも

ち、各企業に使用されいてる(ネオグリッド

社は、50社以上の小売企業、クラフト、コ

カ・コーラ、パナソニックなど 250社の工

場、10万社以上サプライヤーが電子商品調

達を行っている。)。例えば、PB商品比率

が高さで知られているイギリスのマークス

＆スペンサーは 2013年に全商品の 99％を

このネオグリッド社を使用して調達してい

る。 

 このネオグリッド社について、研究代表

者は 2002 年「小売業の国際化における

GNXとWWRE」の題名で『明治大学大学

院 経営学研究論集』第 16号に論文発表を

行い、その後、流通業の国際化と電子調達

に関する研究を続けており、2011 年には

「小売業における国際電子調達に関する研

究」にて博士学位論文においても研究を続

けてきた。また、その成果は、論文や国内

外の学会発表を通じて成果を社会に発信し

てきた。研究代表者による論文とインタビ

ュー調査結果報告書は、アジェントリク

ス・エーピー社内部(現ネオグリッド社アジ

アパシフィック統括本社)からも高く評価

を受け、2011年 5月にはアジェントリクス

社(現名ネオグリッド社)主催の国際カンフ

ァレンス(ブラジルのサンパウロにて開催)

へ招待をうけ、同社と取引のある流通企業



に対して短時間ながら多数のインタビュー

を行うことができた。 

 そこで、1年に 1回全世界の取引メンバ

ー企業が集まって先駆事例や成功事例につ

いての発表や、システム変更や運営方法に

ついて討論するネオグリッド社主催の国際

カンファレンスへ、今後も継続して参加し

て、PB 商品調達と国際化展開に関する事

例を多く収集したいと考えている。これま

でネオグリッド社へのインタビュー調査の

結果、PB 商品の調達力を強化し国際展開

を強化している先駆事例としては欧州地域

の企業をモデルとして例示された。日本の

代表的な事例としては、2012年に単著『小

売業の国際電子商品調達 ―ウォルマート、

アジェントリクス、シジシーの事例を中心

に―』にてとりあげた、日本のウォルマー

トである西友、イオングループ、シジシー

に加えてセブン&アイ・ホールディングス

などを取り上げたいと考えている。 

 2012年 4月～2015年 3月間に『電子調

達による流通の企業間関係変化に関する日

欧比較研究』として、科学研究費若手研究

B(課題番号 24730376)の補助金を受け、研

究を続けた結果、国際的な電子調達におい

ても PB 商品の調達が増加していること、

流通の企業間関係変化および、流通企業と

調達が国内から国外へ範囲を拡大させてい

る現象が増加していることが明らかになっ

た。このように少しずつ明らかになってき

た部分もある。しかしながら、PB 商品調

達と国際化の関係性はどちらかといえば未

だ不明瞭な部分が多く、検討の余地がある

といえる。 

そこで、PB 商品調達の増加により流通

業における国際化競争の優位性をどのよ

うに結びつけることができるのか、日本と

欧州地域(これまでの研究経緯よりイギリ

スやドイツを中心とした)において比較研

究を行い、説明変数を導出し、理論モデル

を構築する研究が必要であると考えるに至

った。本申請案件は、これまでの一連の研

究から発見事実に起因した問題意識に基づ

いたものであり、位置づけとしては、博士

論文および、英国での国外研究における知

見に加え、科学研究費にて扱っているテー

マを更に発展させたものとなっている。 

本研究は、世界的 PB 商品の電子調達機関

でもあるネオグリッド社により先駆的取組

を行なっているとされる欧州流通業のケー

スをモデルとして位置づけ、日本の流通業

における PB 商品調達力の強化の事例と国

際化競争の優位性について結び付けて検討

する。その結果、日本の流通業における国

際競争力の強化と、今後の課題と方向性に

ついて理論的かつ実務的なインプリケーシ

ョンを導出しようとしている点に本研究の

最大の特色がある。また、これまでの PB

商品に関する研究成果に加え、PB 商品の

調達増加と国際競争力との関係性を解明さ

せるところに学術的意義がある。本研究成

果が、大規模流通企業のみならず、地域の

中小流通企業においても、今後否応なく国

際競争にさらされているなかで、競争優位

の獲得についての新たな指針を与えると考

えられる。 

 

３．研究の方法 

本研究の最終目的は、PB 商品の調達が

流通業の国際化競争力にどの程度影響を与

えることができるのかを明らかにしていく

ことである。そのため、日本と欧州におけ

る事例収集を行い、以下のプロセスで実証

分析を展開する。 

[1]平成 27 年度は、日本と欧州における

PB 商品比率と国際競争力との関係を調査

する。それによって、日本と欧州の商品構

成や流通環境の差異および国際化展開の状

況が明らかにする。 

[2]平成 28 年度は、欧州系企業の欧州域



内における PB商品の調達と国際出店につ

いて調査する。それによって、欧州域内に

おける競争優位の延長・拡大する事例と要

因が明らかにする。 

[3]平成 29 年度は、日本市場と日系企業

の事例を収集し、日欧比較を行う。それに

よって、日本と欧州において PB 商品調達

は流通業の国際化にどのように寄与する

のか明らかにする。 

 

４．研究成果 

本研究の最終目的は、PB 商品の調達が

流通業の国際化競争力にどの程度影響を与

えることができるのかを明らかにしていく

ことである。そのため、日本と欧州におけ

る事例収集を行い、以下のプロセスで実証

分析を展開した。 

平成 27年度は、日本と欧州における PB

商品比率と国際競争力との関係を調査し

た。とりわけ、欧州におけるイギリスとド

イツを中心とした小売企業の PB 商品比率

と国際化の展開状況について整理した。そ

れらの研究成果は、学会発表を行うととも

に阪南論集にて「欧州におけるドイツ系小

売企業の市場参入とイギリスにおけるプラ

イベートブランドの戦略－イギリス系小売

企業のビッグ 4社（テスコ、セインズベリ

ー、アズダ、モリソンズ）とドイツ系小売

企業のアルディとリドルの実態調査－」当

タイトルで上梓した。それにより、これま

での調査研究活動の結果を公表するのみな

らず、本研究における課題と問題点を整理

し、今後に研究の方向性を示すことができ

た。 

平成 28 年度は、残された課題であった

日本の PB 商品比率と国際競争力との関係

について調査すること、第二に欧州系企業

の欧州域内における PB 商品の調達と国際

出店について調査すること、この 2点につ

いて取り組んだ。まず、PB 商品販売と日

本の国際競争力については、海外出店の視

点のみならず、インバウンド消費やインタ

ーネットを通じた越境 ECについて調査を

行った。 

日系小売企業は中国最大の EC企業であ

るアリババが運営する天猫国際 (Tmall 

Global)のような越境 EC サイトに出店す

る事例が見られた。アリババ・ジャパンは、

この天猫国際へ出店する日本企業を募集・

支援しており、インタビュー調査を行った。

その際に、こういった越境 ECに先駆的に

取り組んでいる企業には、キリン堂や

mikihouseに代表される関西に本社をもつ

企業が多いと紹介され、視察調査を行った。

これにより、本研究の目的だった 3つの疑

問のうちの 2つ目について解決策の事例を

発見することができたと考えている。また

欧州については、イギリスのエディンバラ

大学を訪問し、最新事例や情報収集を行う

とともに学術交流および研究への貴重な示

唆をえた。 

平成 29 年度は、日本市場と日系企業の

事例を収集し、日欧比較を行った。それに

よって、日本と欧州において PB 商品調達

は流通業の国際化にどのように寄与する

のか明らかになった。これまでの研究の結

果、プライベートブランド商品は、消費者

に対して差別化された商品を提供し、店舗

に対する忠誠度を向上させるとともに、企

業へより多くの利益をもたらす効果がある。

ただし、プライベートブランド商品の調達

先企業が本国国内中心である企業と、調達

先企業が本国国外に広がっている企業とい

うように調達先は企業によって異なる。そ

の結果、とりわけ国外出店の際に国際的な

商品調達をする企業ほど国際競争力に優位

があることが本研究から明らかになった。 
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